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2020 年 12 月 9 日 
 

経済レポート 
 

2020 年 7～9 月期のＧＤＰ（2 次速報）結果 
 

～上方修正されるも、前期の落ち込みの反動増としては依然力強さに欠ける～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 
 

12 月 8 日に発表された 2020 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率（2 次速報）は前期比＋5.3％（年率換算＋22.9％）と、1

次速報の同＋5.0％（同＋21.4％）から上方修正された。外需寄与度が下方修正されたものの、個人消費や設備投資を

中心に内需寄与度が大きく上方修正された。なお、今回の 2 次速報の公表にあたって、従来通り 1 次速報時点で未公表

だった基礎統計の結果が反映されたほか、基準年が 2011 年から 2015 年に変更されたことや、推計方法も一部見直され

たことも速報値に反映された（具体的には、住宅の改装・修繕費用、民泊代、著作権等サービスなどが新たに統計に計上

された）。このため、伸び率、水準とも過去に遡って修正されたが、いずれも景気の見方を大きく変える程のものではなか

った。 

需要項目別に 1 次速報からの修正状況をみていくと、家計関連では、個人消費が前期比＋5.1％と 1 次速報の同＋

4.7％からプラス幅が拡大した。また、住宅投資は前期比－7.9％から同－5.8％に上方修正された。 

企業関連では、1 次速報時点で未公表だった法人企業統計調査の 7～9 月期の結果が反映され、設備投資は前期比

－3.4％から同－2.4％に上方修正された。同様に法人企業統計調査の結果が反映される在庫の前期比寄与度は、－

0.2％ポイントのまま、修正はなかった。 

図表１ 改定状況の一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9
実質ＧＤＰ 0.1 0.2 － 1.9 － 0.5 － 8.3 5.3 5.0 0.3

同 　   (年  率) 0.3 0.7 － 7.2 － 2.1 － 29.2 22.9 21.4 1.6
同　    (前年同期比) 0.6 1.3 － 1.1 － 2.0 － 10.3 － 5.7 － 5.8 0.1

内需寄与度　　　　　 (*) 0.4 0.5 － 2.5 － 0.2 － 5.2 2.6 2.1 0.5
個人消費 0.4 0.5 － 3.1 － 0.6 － 8.3 5.1 4.7 0.4
住宅投資 1.6 0.0 － 1.8 － 3.7 0.5 － 5.8 － 7.9 2.1
設備投資 0.2 1.0 － 4.6 1.4 － 5.7 － 2.4 － 3.4 1.0
民間在庫　　　　　 (*) 0.0 － 0.2 － 0.1 0.1 0.1 － 0.2 － 0.2 0.0
政府最終消費 0.6 0.8 0.4 － 0.3 0.3 2.8 2.2 0.5
公共投資 － 0.7 1.2 1.2 － 0.0 1.9 0.5 0.4 0.1

外需寄与度　　　　　 (*) － 0.3 － 0.3 0.6 － 0.4 － 3.1 2.7 2.9 － 0.2
輸出 － 0.1 － 0.5 0.2 － 5.3 － 17.1 7.0 7.0 － 0.0
輸入 1.7 1.0 － 3.1 － 3.1 1.4 － 8.8 － 9.8 1.0

名目ＧＤＰ 0.3 0.3 － 1.2 － 0.5 － 7.9 5.5 5.2 0.3
同  　  (年  率) 1.0 1.3 － 4.8 － 1.8 － 28.1 23.9 22.7 1.2
同 　   (前年同期比) 1.0 1.9 0.4 － 1.1 － 9.0 － 4.6 － 4.8 0.2

0.4 0.6 1.5 0.9 1.4 1.2 1.1 0.1

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度
(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

変化幅
(％ﾎﾟｲﾝﾄ)

ＧＤＰデフレーター
　　　　　　(前年同期比)
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また、政府部門でも、政府消費、公共投資ともに上方修正された。 

以上の結果、内需全体の前期比寄与度は＋2.1％ポイントから＋2.6％ポイントへと上方修正された。これに対し外需寄

与度は、輸出は修正がなかったものの、控除項目である輸入が前期比－9.8％から同－8.8％へと上方修正されたことで、

＋2.7％ポイントへと下方修正された（1 次速報では＋2.9％ポイント）。輸入の修正幅が比較的大きかったのは、今回から

新たに計上された著作権等サービスの伸びが大きかったためである。 

名目ＧＤＰ成長率も、前期比＋5.5％（年率換算＋23.9％）と 1 次速報の同＋5.2％（同＋22.7％）から上方修正され、経

済全体の総合的な物価動向を示すＧＤＰデフレーターも前年同期比＋1.1％から同＋1.2％へと上方修正された。 

なお、基準年、推計方法の変更に伴い、2019 年度の実質ＧＤＰ成長率が、これまでの前年比＋0.0％から同－0.3％に

下方修正された。2020 年度もマイナス成長が確実であり、リーマンショック時の 2008～2009 年度以来の２年連続でのマイ

ナス成長になりそうである。 

10 月以降も経済活動の持ち直しの動きは続いており、①Go To キャンペーンの実施本格化による個人消費の押し上げ、

②自動車、半導体等電子部品の輸出好調、③公共事業など経済対策効果の継続といった要因により、伸びは大幅に鈍

化するとはいえ、10～12 月期もプラス成長は維持される可能性が高い。 

しかし、年明け以降は、①足元の感染者数の再拡大を受けて自粛要請の強化などで経済活動が抑制される、②企業

の倒産、事業からの撤退、店舗閉鎖により失業者や離職者が増加する、③冬のボーナスが大幅に減少する見込みで、消

費者の節約志向が高まる、④海外経済の減速によって輸出が減少する、などといった下振れリスクがある。特にリスク①の

感染再拡大は、すでに Go To キャンペーンの一部停止を招くなど、景気の下押し要因として顕在化してきた。Go To キャ

ンペーンによる個人消費の押上げは景気回復の主要な動力源だったこともあり、リスク①の顕在化で年明けは景気が一

時的に足踏み状態に陥り、2021 年 1～3 月期に再びマイナス成長に陥る可能性がある。 
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